
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 01

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

114,738 未把握 － － 3 －

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 114,401 未把握 －

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 114,355 2,460 2.2

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

18 62 104 4 2 3

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 社 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 18 48 93

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 社 ） （ 回 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 16 46 96

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 社 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,329 5,329 100 3 1 2

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,301 5,301 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 5,445 5,445 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

50,836 52,550 100 3 3 3

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 50,466 52,239 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 50,619 51,859 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

方向性：紙媒体での情報提供は、誰もが利用できる
ものであるため、必要性・有効性は高く、今後も充
実していかねばならない。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：市民にとって、市政がより身近なものとして
感じられ、また、正確で分かりやすい情報が容易に
得られるよう、市政情報を管理し、情報コーナーへ
提供を行ってきた。多くの資料から検索が必要な場
合などは、ホームページの機能で補完することにな
る。

676

650

676

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

手段
・

内容

対象

意図

全市民数

情 報 コ ー
ナ ー を 訪
問 し た 人
数

情 報 コ ー
ナ ー で 情
報 を 得 た
市 民 数 ／
全市民数

全市民

会議開催、審議会等の答申・
報告書、予算書、決算書など
の情報を市役所２階の市政情
報コーナーで提供するととも
に、閲覧できる図書の目録を
整備。

市民が市政情報を知る。

0

0

0

該当

事務事業
番号

根拠
法令
等 市政情報コーナー管理運営規則（第32号）

01-02-01

自主的
秘書広報課
広報係

情報コーナー整備
事業

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

義務的 努力義務的

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 市民と行政の協働によるまちづくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 01-02

364 364

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

664 664

650

市民と行政の情報共有

一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

意図

各社に情報を提供し、その情
報を正確に掲載または放送し
てもらうことによって市民が
情報を得られる。

小平市 東村山市

前年度において

示した方向性
拡大

対象
市内を配布地域及び放送エリ
アにしている新聞社・放送局
及び市民

プ レ ス リ
リ ー ス し
て い る マ
ス コ ミ 、
ミ ニ コ ミ
社 数 及 び
放送局数

プ レ ス リ
リース数

掲載回数
（ 一 般
紙）

0

手段
・

内容

記者会見及びＦＡＸによる情
報提供

28年度以降
方向性

評価：報道機関への情報提供には定例的なもののほ
か、イベント情報などを発信した。シティーセール
スの有効手段として、新聞報道やテレビ・ラジオ等
の活用は欠かすことができない。

0

288 288

305 305

0

方向性：各所管にも積極的に情報提供していただけ
るよう周知し、積極的に報道機関へ提供していかね
ばならない。

拡大

01-02-03

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

指定管理 その他（官民協働事業）

01-02-02

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

補助
事業

報道機関情報提供
事業

給付
事業

□

努力義務的自主的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

清瀬市 西東京市

該当

義務的

その他（　　　　　　　  ）

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

28年度以降
方向性

現状維持
財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「有料広告等の充
実」達成度

対象 全世帯及び転入世帯に配布

転 入 者
（ 世 帯 ）
数

配布数
配 布 数 ／
転入者数

手段
・

内容

官民協働事業により公費を負
担せず、転入者向けに配布を
行った。また、隔年発行のた
め、27～28年度版の制作も
行った。

1,014 1,014

有効性 効率性

評価：官民協働事業の採用により、印刷及び配布経
費の使用なく、26年度は転入者に配布を行った。併
せて、行政情報の変更等を考慮し、2年に一度の改
訂版を発刊する必要があるため、第3版の制作を
行った。

0

634 634

方向性：ホームページの充実を図ることにより、情
報の更新を随時に行うようにすることで、本事業を
補完することとしていきたい。

努力義務的

暮らしの便利帳発
行事業

要綱等

0

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
市民が暮らしの便利帳を通じ
て市政情報を知る。

小平市 東村山市 清瀬市

東村山市

自主的

清瀬市

方向性：今後も官民協働事業を継続しつつ、内容の
充実を図るとともに経費削減にも努めていく。

16,739 10,478 27,217

現状維持
財政健全経営計画実
行プラン個別項目
「有料広告等の充
実」

26,706

0 1,037 1,037

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

効率性 達成度

□ 該当

発行部数

発 行 部 数
／ 市 民
（ 世 帯 ）
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：市民へ情報を提供するツールとして広報発行
事務の必要性・有効性は高い。印刷物を全戸配布す
る現行の方法には、「原稿の締めが1か月前、最終
の校正が１週間前が限度であり、タイムリーな記事
の掲載が困難である」という課題がある。

16,739

市民（世帯)

17,219 17,219 10,225 27,444

有効性

該当

16,668 16,668 10,038

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

市 民 （ 世
帯)数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

レイアウト編集、印刷は業者
委託で約52,000部／月を発
注。月2回（1月のみ1回）の
定期号と適宜臨時号を発行。
通常8ページ、2色刷り。配布
はシルバー人材センター・福
祉4団体により市内全世帯に
配布。26年度から8面に2枠有
料広告欄を設けた。

要綱等

要綱等

意図
市民が行政情報（市民情報を
含む）を知り、市政への関心
を高める。

小平市

01-02-04

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

広報発行事業
給付
事業

□

対象

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 01

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源

事務事業
番号

計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 市民と行政の協働によるまちづくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 01-02 市民と行政の情報共有

一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

234 22 9.4 4 3 3

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 234 19 8.1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 241 18 7.5

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

114,738 815,770 7.1 3 1 2

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 回 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 114,401 802,024 7.0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 回 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 114,355 804,015 7.0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,329 5,329 100 3 4 3

秘書広報課長
渋谷　千春

□ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,301 5,301 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,445 5,445 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 世 帯 ） （ 部 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

156 156 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 147 147 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 145 145 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性

給付
事業

□ 該当

要綱等

現状維持

方向性：「声の広報」は、視覚に障害を持つ方に対
して必要性・有効性が共に高い事業であり、今後も
続けていかねばならない。

01-02-05

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

声の広報事業

要綱等

小平市 東村山市

現状維持

達成度

対象
文字による情報入手が困難な
市民等

文 字 に よ
る 情 報 入
手 が 困 難
な 障 害 者
数

声 の 広 報
利用者数

声 の 広 報
利 用 者 数
／ 文 字 に
よ る 情 報
入 手 が 困
難 な 障 害
者

手段
・

内容

ボランティア団体の協力のも
と、広報紙の内容をCDに録音
し、作成されたデイジー図書
を利用者へ郵送している。ま
た、中央図書館では貸出用と
して置いている。26年度はボ
ランティア団体が1団体増え
た。

48 769 817

有効性 効率性

評価：デイジー版の運用が定着し、ホームページへ
の音声データの掲載まで行えるようになった。ま
た、音訳ボランティア団体が2団体に増えた。

48

769 848

5,239 8,858

現状維持

達成度

ア ク セ ス
件 数 （ 年
間）

年 間 ア ク
セ ス 数 ／
全 市 民 数
＝ 一 人 当
た り の ア
ク セ ス 回
数

前年度において

示した方向性
その他

28年度以降
方向性

評価：市の情報をいつでも、どこでも、だれでも入
手するための媒体の一つとして、ホームページは有
効な手段であり、広報紙を補完する役割を果たして
いる。27年度から運用を開始するＣＭＳの導入を
行った。

3,619

16,441

清瀬市

該当

79

努力義務的

3,619

79

清瀬市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

526 526 662 1,188

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図
文字による情報入手が困難な
市民等が市政情報を知る。

304

市民が自分の意見等を行政に
伝えられるよう、市政情報の
確実な提供を担保し、計画行
政の推進を図る。

方向性：ＣＭＳを利用し、情報の充実を図り、随時
発信を行っていく。

有効性 効率性

16,441 5,113 21,554

全市民およびインターネット
閲覧者

全市民が行政情報を知り、市
政への関心を高める。また、
市民生活に直結する情報を
「いつでも」、「どこで
も」、「誰でも」が得られる
ことで市民生活の利便性を高
める。

達成度

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

3,122 3,122 5,019 8,141

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

全市民数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

インターネットを利用して市
政情報の発信を行う。ホーム
ページのメンテナンス及び運
用を委託している。22年度に
は長期継続契約とした。26年
度は27年度から運用を開始す
るCMSの導入を行った。

要綱等

要綱等

意図

小平市

該当

意図

小平市 東村山市

自主的

前年度において

示した方向性

01-02-07

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

方向性：今後も継続して発行していく。発行頻度や
広告掲載の検討を引き続き行う。

清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性

01-02-06

秘書広報課
広報係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

ホームページ運営
事業

給付
事業

□

対象

東村山市

自主的

□ 該当

01-02-08

補助
事業

告示等審査事務

294

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象 転入者（世帯）・希望者

転 入 者
（ 世 帯 ）
数

配布部数

配 布 部 数
／ 転 入 者
（ 世 帯 ）
数

手段
・

内容

Ａ１版両面に地図や見どころ
等の情報を掲載したものを、
転入者には市民課窓口（連絡
所含む）で、暮らしの便利帳
とともに無料配布。また、希
望者には生活文化課窓口で有
償頒布している。1部100円。

292 355 647

有効性 効率性

評価：転入者及び希望する市内外の方に対して頒布
を行った。実用的な地図情報のほかに、市内見どこ
ろなどを表示するなど、シティーセールスのツール
の一つとして有効である。

292

341 355 696

市案内図発行事業

要綱等

341

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
転入者や希望者が市の見どこ
ろなどの情報を知り、市政へ
の関心を高める。

小平市 東村山市 清瀬市

手段
・

内容

事務事業を主管する各課から
提出された告示について、決
裁権者の決裁を受ける前に、
用字用語、書式について審査
する。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

0

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

184 184 346 530

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

304

296

□

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：法令に基づく告示行為の形式審査である。

296

方向性：引き続き的確な審査に取り組む。

政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

現状維持

地方自治法、（市）公告式条例

義務的 努力義務的

対象 公表される告示等

公 表 さ れ
る 告 示 等
の総数

行政補完的(改正実施年度　　年度)

294

該当

審 査 し た
告 示 の 件
数

審 査 し た
告 示 の 件
数 ／ 公 表
さ れ た 告
示 等 の 件
数

0

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

給付
事業

□

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 01

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源

事務事業
番号

計画を推進していくために

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 市民と行政の協働によるまちづくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 01-02 市民と行政の情報共有

一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

48 48 100 3 3 3

総務課長
坂東　正樹

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 28 28 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 76 76 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

2 9 100 3 5 4

生活文化課長
菅原　信

□ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 3 9 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 2 9 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

170 119 70 5 3 4

生活文化課長
菅原　信

□ □ （ 件 ） （ 件 ） （ % ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 206 96 48

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 件 ） （ 件 ） （ % ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 438 212 48

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 件 ） （ 件 ） （ % ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

116,410 130 0 － 3 －

財政課長
秋山　悟

□ □ （ 人 ） （ 時 間 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 116,015 120 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 時 間 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 114,355 135 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 時 間 ） （ 件 ）

手段
・

内容

ご意見箱（ご意見箱、エコー
テレフォン、エコーファック
ス、メール、手紙、電話、窓
口）を設置し市民の要望、苦
情に答える。

27

27

自分の出した要望・苦情に対
して回答が入ることにより、
市政への参加意識と共に、市
への愛着が高まる。また、市
も参考となる意見は市政に反
映させることができる。

意図

対象 市民

受付件数 回答件数

意 見 に 対
す る 回 答
数 ／ 受 付
件数

達成度

27 6,334 6,361

有効性 効率性

評価：市政に対する市民からの要望や苦情、意見な
どを聴取し、それに対して回答や説明を行うことに
より、市民に対する説明責任を果たすとともに、そ
れらを市政に反映していくことができるので必要性
は高い。

7,117 7,152

方向性：必要性の高さを認識し、継続実施していく
ことが適当である。

6,593

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

有効性 効率性 達成度

4

138

方向性：行政相談委員法に基づく苦情解決の促進に
資する業務であるため、今後も継続実施する。

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

評価：総務省から委嘱された行政相談委員２名が、行政
相談を隔月１回実施している。また、行政相談員制度に
ついて、理解と認識を深めていただくため、年３回６
月・８月・１０月に特設行政相談を実施している。
 行政事務全般にわたり市民からの苦情や相談を受け、国
や地方の行政機関に意見や要望を行う役割が行政相談委
員である。相談件数は増加している現状ではないが、相
談を求めてくる市民への需要には応えられている。17 17 116

4 102 106

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

達成度

意図

市民の知る権利を保障し、情
報公開を総合的に推進するこ
とにより、市民への説明責任
を果たす。

東村山市 清瀬市 西東京市 その他（　　　　　　　  ）

01-02-09

総務課
法務・文書担当

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

（市）情報公開条例

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

対象
実施機関の職員が職務上作
成、取得した公文書

小平市

有効性 効率性

評価：条例の規定等に則った適切な公文書の管理
と、情報開示及び提供の充実を図る。

70

41 42141 380

情報公開制度運営
事務

給付
事業

決 定 を
行 っ た 件
数

決 定 を
行 っ た 件
数 ／ 市 民
等 か ら の
請 求 に 基
づ く 開 示
請求件数

手段
・

内容

情報公開条例の規定に基づ
き、公文書の開示等の状況を
公表する。開示請求を受け、
実施機関の保有する情報を開
示し、請求者の知る権利の保
障に努めた。電子申請での開
示請求やデジタルカメラ等に
よる撮影も可能である。

70 367 437

要綱等

370 370

□ 該当

要綱等

0

市 民 等 か
ら の 請 求
に 基 づ く
開 示 請 求
件数

方向性：開示請求への対応は、担当課に大きな負担
となっている。情報公開の推進と開示請求への一定
の規制を併せて研究し、開示請求の件数を減らす取
り組みにつなげたい。指定管理 その他（　　　　　　　  ）

0

相 談 が 役
に 立 っ た
と 考 え て
い る 相 談
応 募 者 数
／ 相 談 回
数

13 125

現状維持

13

133

相談回数

対象 市民

相 談 応 募
者数

政 策 的(改正実施年度　　年度)

行政相談

小平市 東村山市 清瀬市

該当

義務的

その他（　　　　　　　  ）小平市 東村山市

自主的

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

行政相談委員法

□ 該当

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

政 策 的(改正実施年度　　年度)

要綱等

□

要綱等

努力義務的

行政補完的(改正実施年度　　年度)

義務的 努力義務的

東久留米市広聴電子メール等による質問等の取扱に関する要領

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

要綱等

要綱等

清瀬市 西東京市

35

27 6,566

35

2

01-02-10

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

生活文化課
市民相談・施設係

根拠
法令
等

補助
事業

行政相談事業
給付
事業

□

01-02-11

生活文化課
市民相談・施設係

根拠
法令
等

自主的

補助
事業

ご意見箱設置事業
給付
事業

該当

手段
・

内容

意図

総務省から委嘱された行政相
談委員が、公共機関等の苦
情・要望を市民から聞き、関
係機関に伝え改善を要望して
いく。

509

530 532

555 557

5072

2

方向性：地方自治法により年2回の財政状況の公表
が義務付けられており、引き続き事業を行う必要が
あるため現状維持としている。

前年度において

示した方向性

有効性 効率性 達成度

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

評価：効率性については、公表する対象物の変更な
どがあり、その対応のため人件費が増加している
が、昨年度と比べトータルコストが大きく増加しな
かったため３となった。

　

2

要綱等

要綱等

指定管理

政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

手段
・

内容

対象

意図

住 民 基 本
台 帳 の ４
月 １ 日 現
在 の 人
口。

財 政 公 表
事 務 に 要
す る 時
間 。 （ 従
事 職 員 数
× 従 事 時
間 数 ）
（ 26 年
度：1人*5
回 *2 時 間
*13日）

公 表 後 に
訂 正 ・ 差
替 え 等 の
件数

東久留米市民

①広報紙掲載（６月、１２月財政状
況、予算概要、決算概要、財政健全化
判断比率4指標）②頒布（予算書、主
要施策の成果）③情報ｺｰﾅｰ設置（閲覧
用）（予算書、予算概要、予算参考資
料、主要施策の成果等予算関係文書）
④ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載（財政状況、決算概
要、決算カード、財政健全化判断比率
4指標、東久留米市の財政分析、財政
に関する情報）⑤財政状況に関する問
合せ（回答）

市民の知る権利、透明性、市民の意見
及び理解と協力を得ることを念頭に、
市民に財政運営方針、その動向かつ現
状や問題点等を解り易く、正確、的確
に公表する。（基本的公表事項は、予
算執行状況、市民負担概況、公営企業
状況、財産、公債費現在高、一時借入
金現在高、決算概要、その他資料）

2

該当

01-02-12

自主的

財政課

財政公表事務

小平市

給付
事業

補助
事業

□

□ 該当

根拠
法令
等 地方自治法第２１９条、地方自治法第２４３条の３

義務的 努力義務的

東村山市 清瀬市

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

その他（　　　　　　　  ）

2

「有効性」とは成果指標の対前年度比に基づき、「効率性」とはトータルコストの対前年度比に基づき一律に判定したものである。また、「達成度」とは「有効性」と「効率性」の判定をクロスさせることにより画一的に判定したものである。 東久留米市


